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保険業を除く当時のすべての上場企業 3,259 社であり，2013 年６月 31 日を回
収期限として，2013 年６月１日に郵送質問調査を実施した。発送先は各企業
の経理部長宛てに郵送した。回収期限後も含めた最終回収企業は 209 社（製造
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未満の中小企業である。該当する企業は8,027社あったが，この年は商用のデー
タベース内の「企業コード」から任意にランダムサンプリングした 3,500 社に
対して質問票を送付した。質問票は 2014 年６月 31 日を回収期限として，2014
年６月１日に郵送を実施した。発送先は各企業の経理部長宛てに郵送した。回





の大企業である。該当企業は 1,160 社であり，2015 年６月 30 日を回収期限と
して，2015 年６月１日に郵送質問調査を実施した。発送先は各企業の経理部
長宛てに郵送した。回収期限後も含めた最終回収企業は 123 社（製造業 54 社，
非製造業が 69 社であった）で回収率は 10.6% であった。
2015 年に追加調査した中小企業は，金融業と保険業を除く従業員数 100 名
以上の非上場の企業で，資本金が５億円未満の上記 8,027 社のうち，既に調査
した 3,500 社以外の企業 4,527 社を対象に調査しようとしたが，従業員数 100
名以上ということでこの年新たに検索したところ，企業数に変化がみられた。
そのため，上記の 2014 年に調査した企業を除く 5,477 社に対して質問票を送
付することになった。質問票は２回に分けて送付した。１回目は 2015 年８月
31 日を回収期限として 2015 年８月１日に 1,619 社に対して送付し，２回目は
2015 年 11 月 30 日を回収期限として 2015 年 11 月１日に 3,858 社に対して送付
した。発送先は各企業の経理部長宛てに郵送した。回収期限後も含めた最終回
収企業は小計で 481 社（製造業 162 社，非製造業が 319 社）あり回収率は 8.83%
であった。
これらをトータルするとここまで蓄積した最終回収企業は 1,110 社（製造業
434 社，非製造業が 676 社）で回収率は 8.32% であった。本稿では，これら上
場企業と非上場の大企業および非上場の中小企業をあわせた 1,110 社を分析の
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次表の通りであり，製造業 433 社（8.89%），情報・通信業 72 社（7.11%），建
設業 106 社（9.90%），不動産業 14 社（5.71%），卸・小売業 217 社（7.43%），




製造業 4,870 433 8.89%
情報・通信業 1,012 72 7.11%
建設業 1,071 106 9.90%
不動産業 245 14 5.71%
卸・小売業 2,921 217 7.43%
サービス業 2,033 158 7.77%
運輸業 1,163 93 8.00%
電気・ガス業 48 7 14.58%
その他 33 5 15.15%
不明 　 5 　
13,396 1,110 8.29%
回収企業の業界分布について，発送企業の業界分布と適合していることをカ
イ二乗検定によって確認した（χ２= 15.238，自由度 =8，p=.055 ）。これをグ
ラフで示すと次図のようになる。
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サービス業と非製造業で差があるかどうか，売上高 1,000 億以上の企業数が
少ないところはひとまとめにしたところもあるが（以下，同様），カイ二乗検
定によって確認した結果，差があった（χ２= 72.647，自由度 =11，p=.000 ）。サー
ビス業と産業全体で差があるかどうか，カイ二乗検定によって確認した結果，






た（χ２= 118.558，自由度 =11，p=.000 ）。同様にして，サービス業と建設業
では差があった（χ２= 43.154，自由度 =9，p=.000 ）。ただ，サービス業と運






= 77.493，自由度 =12，p=.000 ）。
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あった（χ２= 33.300，自由度 =9，p=.000 ）。ただ，サービス業と運輸業では，





図表 5：サービス業，非製造業，産業全体の従業員規模比較㻜㻑㻡㻑㻝㻜㻑㻝㻡㻑㻞㻜㻑㻞㻡㻑㻟㻜㻑㻟㻡㻑㻠㻜㻑㻠㻡㻑㻡㻜ே䡚㻝㻜㻜ேᮍ‶㻝㻜㻜ே䡚㻞㻜㻜ேᮍ‶㻞㻜㻜ே䡚㻡㻜㻜ேᮍ‶㻡㻜㻜ே䡚㻝㻜㻜㻜ேᮍ‶㻝㻜㻜㻜ே䡚㻞㻜㻜㻜ேᮍ‶㻞㻜㻜㻜ே䡚㻟㻜㻜㻜ேᮍ‶㻟㻜㻜㻜ே䡚㻠㻜㻜㻜ேᮍ‶㻠㻜㻜㻜ே䡚㻡㻜㻜㻜ேᮍ‶㻡㻜㻜㻜ே䡚㻝㻜㻜㻜㻜ேᮍ‶ 㻝㻜㻜㻜㻜ே௨ୖ䝟䞊䝉䞁䝖 䝃䞊䝡䝇ᴗ㠀〇㐀ᴗ඲⏘ᴗ
サービス業と非製造業で差があるかどうか，質問紙郵送後に従業員数が 100
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はないように見受けられる。
図表 6：サービス業，卸・小売業，建設業，運輸業の従業員規模比較㻜㻑㻡㻑㻝㻜㻑㻝㻡㻑㻞㻜㻑㻞㻡㻑㻟㻜㻑㻟㻡㻑㻠㻜㻑㻠㻡㻑㻡㻜㻑㻡㻜ே䡚㻝㻜㻜ேᮍ‶㻝㻜㻜ே䡚㻞㻜㻜ேᮍ‶㻞㻜㻜ே䡚㻡㻜㻜ேᮍ‶㻡㻜㻜ே䡚㻝㻜㻜㻜ேᮍ‶㻝㻜㻜㻜ே䡚㻞㻜㻜㻜ேᮍ‶㻞㻜㻜㻜ே䡚㻟㻜㻜㻜ேᮍ‶㻟㻜㻜㻜ே䡚㻠㻜㻜㻜ேᮍ‶㻠㻜㻜㻜ே䡚㻡㻜㻜㻜ேᮍ‶㻡㻜㻜㻜ே䡚㻝㻜㻜㻜㻜ேᮍ‶ 㻝㻜㻜㻜㻜ே௨ୖ䝟䞊䝉䞁䝖 䝃䞊䝡䝇ᴗ༺䞉ᑠ኎ᴗᘓタᴗ㐠㍺ᴗ
サービス業と卸・小売業では，カイ二乗検定によって確認した結果，差がな
かった（χ２= .783，自由度 =6，p=.993 ）。同様にして，サービス業と建設業
でも差がなかった（χ２= 7.237，自由度 =5，p=.204 ）。サービス業と運輸業で
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図表７：回答サービス業の業態䛭䛾௚㻝㻠㻑 ປാ㞟⣙ᆺ㻡㻠㻑 ⿦⨨ᆺ㻠㻑ཷὀ⏕⏘ᆺ㻝㻠㻑䝥䝻䝆䜵䜽䝖ᆺ㻝㻞㻑 㔞⏘ᆺ㻞㻑
以上を踏まえて，次節以降においては，わがサービス業 158 社における管理
会計実践の実態について，サービス業以外の非製造業やサービス業以外の産業










サービス業 非製造業 全産業 サービス業 非製造業 全産業
行う 153（90.5%）464（92.1%）856（91.4%）119（70.4%）333（66.1%）645（68.8%）
行わない 16（9.5%） 40（7.9%） 81（8.6%） 50（29.6%）171（33.9%）292（31.2%）
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原価企画 原価管理
サービス業 非製造業 全産業 サービス業 非製造業 全産業
行う 41（24.3%）120（23.8%）360（38.4%）121（71.6%）334（66.3 %）723（77.2%）
行わない 128（75.7%）384（76.2%）577（61.6%） 48（28.4%）170（33.7%）214（22.8 %）
ABC/ABM 実体管理
サービス業 非製造業 全産業 サービス業 非製造業 全産業
行う 16（9.5%） 28（5.6%） 60（6.4%） 28（16.6%）107（21.2%）363（38.7%）
行わない 153（90.5%）476（94.4%）877（93.6%）141（83.4%）397（78.8%）574（61.3%）
予算管理 MPC
サービス業 非製造業 全産業 サービス業 非製造業 全産業
行う 144（85.2%）446（88.5%）818（87.3%） 12（7.1%） 35（6.9%） 56（6.0%）
行わない 25（14.8 %） 58（11.5%）119（12.7%）157（92.9%）469（93.1%）881（94.0%）
業績管理 BSC
サービス業 非製造業 全産業 サービス業 非製造業 全産業
行う 146（86.4%）441（87.5%）808（86.2 %） 19（11.2%） 42（8.3%） 67（7.2%）





製造業の 66.3% に比べて高く , サービス業を除く全産業の 77.2% と比べれば低
い。第Ⅱ節でみた先行研究ではサービス業の原価管理は困難であることが指摘
されていることをみたが，かなり行われていたといえる。また，「原価企画」
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N AV SD N AV SD N AV SD
利益計画 152 5.28 1.32 461 5.11 1.27 851 5.12 1.31 
意思決定 116 5.03 1.32 330 4.92 1.16 642 4.92 1.20 
原価企画 37 4.57 1.19 113 4.34 1.57 344 4.29 1.56 
原価管理 119 5.45 1.21 328 5.06 1.26 710 5.01 1.28 
ABC/ABM 21 3.67 2.18 34 3.71 1.53 77 3.51 1.55 
実体管理 21 4.71 1.38 97 4.51 1.17 328 4.48 1.32 
予算管理 137 5.34 1.41 431 5.22 1.24 788 5.17 1.25 
MPC 11 5.64 1.12 31 5.03 1.70 52 4.90 1.59 
業績管理 133 4.92 1.44 424 4.98 1.28 768 4.97 1.27 
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２．利益計画


































原価企画については，サービス業の実践企業は 41 社の 24.3% で，非製造業





















































N AV SD N AV SD N AV SD
製造原価 88 5.38 1.53 267 5.42 1.46 642 5.77 1.21 
材料費 89 5.13 1.46 251 5.05 1.57 602 5.56 1.31 
労務費 111 5.86 1.00 283 5.59 1.20 637 5.63 1.08 
経費 97 5.42 1.13 275 5.39 1.08 622 5.46 1.07 
製造間接費 83 4.78 1.53 234 4.74 1.46 570 5.05 1.31 
販売費 88 4.99 1.30 254 5.13 1.24 583 4.98 1.26 
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図表 11：サービス業，非製造業，産業全体の「原価管理の手法」の重視度
サービス業 非製造業 全産業
N AV SD N AV SD N AV SD
実際原価計算 96 5.38 1.45 275 5.47 1.29 585 5.51 1.29 
標準原価計算 67 4.12 1.86 167 4.13 1.62 451 4.75 1.69 
直接原価計算 73 4.85 1.85 174 4.63 1.73 420 4.61 1.70 
CVP・損益分岐点分析 69 4.29 1.72 170 4.37 1.35 422 4.51 1.39 
原価企画 62 3.68 1.73 155 3.63 1.58 388 3.85 1.60 
特殊原価調査 59 3.19 1.72 139 3.02 1.41 342 3.23 1.51 
ABC ／ ABM 59 3.20 1.79 140 3.04 1.62 336 2.96 1.54 
ライフサイクルコスティング 58 3.03 1.65 143 3.13 1.49 341 3.01 1.44 
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N AV SD N AV SD N AV SD
損益予算 141 6.01 1.00 429 6.08 0.89 784 6.05 0.94 
資金予算 97 4.39 1.72 318 4.35 1.60 610 4.48 1.58 
資本予算 87 3.16 1.59 253 3.02 1.52 497 3.20 1.53 
販売予算 104 5.27 1.57 336 5.57 1.39 638 5.60 1.37 
製造予算 86 4.19 1.95 258 3.67 1.98 570 4.76 1.86 





















































集団利益マネジメントを実施する企業は，本調査ではわずか 12 社の 7.1% で
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図表 16：サービス業，非製造業，産業全体の「財務指標」の重視度
サービス業 非製造業 全産業
N AV SD N AV SD N AV SD
売上高 130 6.07 1.06 399 6.04 0.99 743 6.07 0.97 
売上総利益 119 5.80 1.34 385 6.06 1.11 708 5.94 1.11 
営業利益 131 6.02 1.03 390 6.21 2.69 734 6.14 2.06 
経常利益 117 5.35 1.41 373 5.77 1.21 702 5.74 1.16 
限界利益 97 4.36 1.70 301 4.54 1.57 605 4.91 1.53 
事業部利益 108 5.19 1.65 329 5.29 1.40 613 5.14 1.51 
本社費配賦後利益 95 4.57 1.80 321 4.83 1.61 578 4.69 1.64 
売上高利益率 107 5.03 1.63 323 5.22 1.41 625 5.23 1.41 
ROI 90 3.23 1.57 270 3.56 1.48 529 3.62 1.52 
ROA 92 3.36 1.58 278 3.79 1.56 542 3.80 1.56 
ROE 93 3.25 1.46 281 3.75 1.49 546 3.79 1.56 
キャッシュフロー 99 4.53 1.67 313 4.90 1.48 607 4.95 1.50 
残余利益 87 3.41 3.41 262 3.76 1.58 509 3.74 1.49 
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率」（14.0%）がそれに続き，「リピート率」（7.9%）の順であった。「顧客満足度」
の重視度が他の非製造業や全産業よりも高かった。











BSC の導入企業は，既にみたように 19 社の 11.2% と非常に少なく，非製造
業の 8.3%，産業全体の 7.2% と同様であった。以下，サンプル数が少なかった
ので，推測統計については行うことができず，記述統計についても省略する。
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N AV SD N AV SD N AV SD
回収期間法 113 4.25 1.75 340 4.69 1.52 649 4.77 1.51 
NPV 法 93 3.43 1.61 259 3.76 1.61 499 3.91 1.61 
会計的投資利益率法 94 3.48 1.65 262 3.65 1.58 488 3.73 1.54 
































































































































ABC は採用企業が 9.5% で，これは非製造業，全産業と同様，低かった。ただ，
他の産業よりもほんの若干ではあるが，高いようにも見受けられる。これは第
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